
































































































































































































































































































































































































1代 利子 税金 利益
〔計画II〕
5
外部購入価値
ユ 3　　　　　1
　売＿ヒ高　 （18）
9
　　　　　　　付加価値（12）
2
V　結 言
以上の考察によって明らかとなった事柄は次のようにまとめることが出来よう。
個別企業にとってまさに費用であるべき賃銀を始め多くの費用要素で大部分詰まっているとも言
うべき付加価値の大きい計画が企業にとって必ずしも最有利なものとはみなし得ない。何故なら付
（180） 栗　村　哲　象
加価値が増えても利益がふえないどころか減る場合も少なくないからであり，そして利益が減るこ
とはいずれは企業の維持・発展を阻害し企業の存続すら危うくすることになるからである。「付加価
値」なるものは何はともあれ，企業にとってその大部分は費用の塊であるから，「付加価値」そのも
のは企業にとって有難いものでも有益なものでもあり得ないとしてもそれ程過言ではあるまい。
　それにも拘らず「付加価値をつけなければならないか」とか，「高付加価値経営」などがしきりに
言われるのは，付加価値を高めても利益はふえるとは限らない場合のあることは充分承知の上で，
逆に「これ以上利益をふやすためには，当該企業の現在おかれている条件下では付加価値を高めて
いくにしくはない」と言う意味で「付加価値をっける」ことが言われているのかも知れない。即ち
利益をふやすことが最終目標であり，これは当然のこととして，そのための手段としてと言うか中
間目標として「付加価値をふやす」ことが言われているのかも知れない。もしそうであれば，この
場合は結局，付加価値がふえれば一応は利益がふえる場合に狭く限定した立論だと言うことになる。
これを今，「限定的付加価値増加論」と呼ぶことにしよう。この場合，限定された範囲内では一見し
たところこの立論は矛盾なく成立し通用するように見えるかも知れない。
　ところが，その場合でも「付加価値をふやす方法（案）」にも各種あり，付加価値の増加が最大と
なる計画が最大の利益を生むとも言えず，又付加価値の増加が少しであっても案外利益がより多く
増加する場合もある。実際は最大の利益のあがる付加価値増加方法（案）が求められるはずであり，
そこでは比較され選択される必要があるのであって，企業経営にとってベストなものが採られねば
ならないのである。こ〉で実際に問題となるのは，最大の付加価値を期待出来る方法（案）が最大
の利益を実現し得るものとは限らないと言うことである。そうであれば「付加価値」の大きさをみ
るだけでは具体的にどの様な案を選択すればよいか分からないであろう。
　ましてや，付加価値を減らして自動生産化（オートメ生産化）した方が利益がふえる場合も決し
て少なくないと言うことになれば，結局，「付加価値をふやす（つける）」と言うことは，直接的な
標的とはならず，極めて副次的な目標と言えよう。と言うよりもこのように中間目標を設けること
のメリットが何等かの意味で多少あったとしても計画を複雑化することによる大きいデメリットに
よって打消されると見るのが妥当であり，むしろこのような目標は計画上からは内容的には把えど
ころのないあいまいな，そして実際は空疎なものといわざるを得ない。それはいわば「呪文」のよ
うなものと評せざるを得ないのである。この状況にっいて，「付加価値」と言う「いわしの頭も信心
次第で神様となる」と評されることもあり，企業経営を誤らす恐れのある「付加価値経営」とはま
さに「不可価値経営」であると言う。これ正に言い得て妙なりと言えよう。
　ただ強いてこの呪文についてここで積極的な解釈を試みてみれば，「他の追従を許さず，独占的立
場を維持増進するためにも，もっと加工度を高め（上げ）より高級な商晶の製造を目指すことが将
来とも利益を維持し，更に増大させるためにこの際必要だ」とでも言うような意味あいで「付加価
値を高める」と言われていると解釈し得よう。この場合は「付加価値」は本来の学術的即ち経済学
的な定義から殆んど遊離したいわば技術的な別の意味で言われていると理解するべきであろう。か
くて長大な生産期間を必要とする広葉樹の造林や，労働費を比較的多く必要とすると一般に見られ
そのように理解されている広葉樹材加工関連産業等の企業において「付加価値をあげる」ことにっ
広葉樹造林・広葉樹材加工における「付加価値経営」 （181）
いては，以上の諸点を充分理解しておくことがその経営計画上ないし管理上において何より重要で
ある。これはこ〉でしっかり確認して置かなければならないことがらであると考えられる。
　なお，付加価値のマクロの国民経済における経済学的意義は個別企業におけるのとは異なり極め
て有意なものであるのは言うまでもないが，個別企業の利益極大化行動（志向）が結果として国民
経済における付加価値総計額（一国民純生産額，net　national　product）を極大化せしめるのであり，
決して個別企業の付加価値極大化行動（志向）が国民経済における付加価値総計額の極大を実現す
る所以ではない点を見落としてはならないのである。この点は経済学的にみて極めて重要である。
一見した限りでは個別企業が付加価値の極大を目指せば，その集計値としての国民経済における全
付加価値額は極大となるように思われ勝ちであるが，これはそうではない。何故か。既に見た如く，
個別企業が付加価値の極大をのみ指向する限り，多くの場合能率の向上（労務費や利子・地代等の
節減）は犠牲となり，自動機械化や合理化はおくれ，そのため結局，国民経済における付加価値総
計額も相当に少額に止まらざるを得ない結果となるであろうからである。
　国民経済的観点で付加価値を論ずる場合にも，人々に誤解を生む表現が痩々なされる9）。例えば，
「資本も資源もない戦後の日本では……皆が無我夢中になって……付加価値の創造に従事した」，「日
本人の成功は労働力を付加価値の創造に集中させた」とか，「付加価値を追及してきた」などと種々
言われるが，結果論として付加価値を追及し創造したことにはなるとしても，これらの表現ではあ
たかも個々の企業がそれぞれ付加価値の極大を求めて行動して来たかの様に人々に誤解させること
になる。厳密に言えばこれらの表現は適当でなく，誤まりと言うべきであろう。個々の企業が，個
別的に付加価値を直接の標的として追求して来たことは実際において全くないと言えよう。あくま
で個々の企業としてはよく売れるような新製品を次々と開発し利益の極大を求め分業を進め，部品
を下請に出し，或はオートメ生産化し，等々コストダウンに徹し，能率を高めるべく行動している
うちに，事後的に結果として国民経済全体として大きな付加価値を生むことになったと言うべきで
ある。この因果の関係とそこに存在する経済の論理・メカニズム，換言すればアダム・スミス以来
今日迄の自由主義的・資本主義的経済学の理論が正しく把握されなければならないのである。そし
て，そのいわゆる可逆変化的理解は問題の本質に迫ることを困難にするものである。従って広葉樹
関連の育成的及加工的諸企業においてもその利益の大なるを追求して無駄な資源浪費を防ぎ，効率
を高めて行きさえすれば結果的に国民経済における付加価値の創造に大きく貢献することになると
理解するべきものである。
　ただし，これはもちろん熱帯広葉樹資源やエネルギー資源などの有限性の問題更には公害問題や
廃棄物の処理問題，環境問題などの対策をば国の政策として超えるべからざる制約として企業に受
止められるよう法的に確立し，あくまでそのわく内で全く自由な経済競争の行えることを前提とす
るものであることを忘れてはならない。これらの点についての詳諭は機会を改めることとしたい川。
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